
都道府県名

事業費

目標年 １年度目 ２年度目 ３年度目 ４年度目 ５年度目 6年度目 7年度目 （千円） 交付金 都道府県費 市町村費 その他

262 251 249 255 249 248 240 236 皆減
目標を達成できなかった。農家数自体が目標値を下回っており、今後は
経営改善指導等を徹底し、各関係機関の協力を得て様々な対策を講じ
ていく。

4,508.0 4,872.0 4,755.7 5,024.9 4,514.7 4,734.9 4,573.9 4,527.4 2867.0% （H21年度に達成）

79.5 85.9 83.9 88.6 79.6 83.5 80.7 78.9 4100.0% （H21年度に達成）

50 68 37 45.8 46 50 29.1 51.4 100.0% （H21年度に達成）

225 225 187 186 181 173 174 170 皆減
離農者の増加や、再認定時に認定できなかったことなどにより目標を達成できなかっ
たが、引き続き関係団体・機関との連携の下、経営指導等により認定農業者の育
成・確保に努める。

3,197.5 3,194.3 3,192.4 3,206.4 3,225.5 3,232.2 1184.3% （H21年度に達成）

92.7 92.6 92.5 92.9 93.5 93.7 1099.9% （H21年度に達成）

85,921 89,121 83,240 79,922 88,185 86,124 93.6%
低農薬栽培による農薬代の節減や、本事業の実施に伴う全量施設集荷による経費
節減効果を増大させ目標達成できるよう指導する。

448 482 452 451 449 436 474 皆増 （H22年度に達成）

12,070.0 12,322.2 12,211.0 12,224.0 12,230.0 12,288.0 12,380.0 1515.5% （H21年度に達成）

95.6 97.6 96.7 96.8 96.9 97.3 98.1 1800.0% （H21年度に達成）

85,921 89,121 83,240 79,922 88,185 86,124 31,443 38,884 -262.4%
目標を達成することができなかったが、今後は新しい栽培体系や新技術・新品種の
試験協力など、良品質・安定生産を目指す取組を強化することにより目標達成でき
る用指導する。

4 2 2 2 3 3 4 - 100.0%
規模拡大のための常時雇用者の増加や新たな設備投資等により、目標所得水準達
成者の増加に時間を要したが、経営基盤の強化や、経営の安定化が図られtことに
より、本年度目標を達成した。

110,000 92,300 84,137 99,324 111,226 101,166 117,398 - 10400% （H21年度に達成）

16 10 14 16 23 23 26 - 100.0% （H20年度に達成）

16 16 16 16 16 16 16 - 100.0% （H22年度に達成）

216.13 216.13 216.13 216.13 216.13 216.13 216.13 - 100.0% （H22年度に達成）

100 100 100 100 100 100 100 - 100.0% （H22年度に達成）

216.13 150.8 163.49 198.63 201.19 196.3 216.13 - 100.0%
利用権設定による面積増と小麦・・大豆・小豆の作業受託を積極的に取組、地域で
の土地利用集積に努め、目標を達成した。

2,930 3,441 4,501 5,031 4,728 5,632 6,469 - 423.9% （H22年度に達成）

0 0 17,269

17 帯広市 川西 経営構造対策

認定農業者の数(人） 448

985,494

担い手への農地の利用集積(ha） 12,054.6

担い手への農地の利用集積(%） 95.5

加工馬鈴薯生産量の増加（ｔ） 89,121

18 幕別町
（有）北海道
ホープランド

アグリチャレン
ジャー支援

2

80,000

12

16

206.86

95.7

2,096

120.99

整備事業の取組内容事業実施年度 市町村名 地区名
事業実施後の状況

事業実施主体等取組評価報告書（経営力の強化を目的とした整備事業）

負担区分（千円）
点検結果及び講じようとする措置又は点検評価及び講じようとする指導達成率成果目標

目標値

計画時

262

4,499.8

79.4

33

225

3,194.3

92.6

89,121

平　成　２３　年　度

担い手への農地の利用集積(ha）

常時雇用者数

認定農業者の数(人）

北　海　道 報告年度

認定農業者の数(人）

担い手への農地の利用集積(ha）

担い手への農地の利用集積(%）

契約取引率の向上（％）

認定農業者の数(人）

担い手への農地の利用集積(ha）

担い手への農地の利用集積(%）

水稲生産コストの低減（円）

目標所得水準到達者数

経営構造対策

経営構造対策

経営構造対策

農業生産法人への土地利用集積(ha)

17

17

18

今金

北竜

美原

今金町

北竜町

江別市

担い手への農地の利用集積(ha）

担い手への農地の利用集積(%）

野菜の作付振興(a)

3,157 09,473

0 0 134,838

238,018 0 238,019 0

120,442255,280

476,037

0 6,316

469,283 0 0 516,211

32,185 14,916



事業費

目標年 １年度目 ２年度目 ３年度目 ４年度目 ５年度目 6年度目 7年度目 （千円） 交付金 都道府県費 市町村費 その他
整備事業の取組内容事業実施年度 市町村名 地区名

事業実施後の状況 負担区分（千円）
点検結果及び講じようとする措置又は点検評価及び講じようとする指導達成率成果目標

目標値

計画時

477 426 432 419 431 422 420 - 34.4%
農業者が減少傾向にあり、目標を達成していないが、関係機関と連携した、担いいて
の育成・確保に努めるよう指導する。

6,672.0 647.0 6,676.0 6,685.6 6,705.1 6,705.0 - 110.2% （H22年度に達成）

93 92.4 93 93.2 93.4 93.4 - 108.8% （H22年度に達成）

82 82.7 88 93.2 94.7 86.5 - 145.0% （H22年度に達成）

99 100 100 98 97 94 - - 225.0%
農御者の高齢化により、計画を上回る減少となったが、今後、担い手確保を図り、認
定農業者の増加に努めるように指導する。

2,103.90 2,095.10 2,180.30 2,181.90 2,112.80 2,190.30 - - 416.8%
農地移動適正化あっせん偉業や利用権設定等促進事業、農地保有合理化促進事
業などの活用によって、担い手への利用集積がはかられ、目標をを達成した。

90.2 89.8 93.5 93.5 90.6 93.9 - - 408.3%
農地移動適正化あっせん偉業や利用権設定等促進事業、農地保有合理化促進事
業などの活用によって、担い手への利用集積がはかられ、目標をを達成した。

50 48.3 48 49 48.05 51.5 - - 150.0% 計画どおり契約取引の増加が図られ、目標を達成した。

4170 4296 4349 4399 3649 4081 - - 77.1%
早期植え付け指導及び肥培管理棟の生産管理の徹底により、反収の増加や作付面
積の拡大を図り、生産数量の増加に努めるよう指導する。

148 164 163 160 155 153 - - 68.7%
地区内農家の高齢化等により認定農業者の減少は否めないが、新規就農者への積
極的な支援により担い手を確保し、目標を達成した。

13,307.9 12,967.1 13,011.0 13,042.9 13,171.5 13,541.4 - - 148.7% 関係機関の連携によるあっせん活動の推進により目標を達成した。

96.5 94.1 94.4 94.6 95.5 98.2 - - 150.0% 関係機関の連携によるあっせん活動の推進により目標を達成した。

9,647 9,674 9,831 9,877 9,770 9,700 - - 149.5%
生乳が増産基調ににある中で、施設の活用により生産効率の向上、労働力軽減を
図りながら飼養頭数の増加により目標を達成した。

36.4 0 0 36.4 - - - - 100.0%
H22年度から研修がスタートしており、7名が研修を終了したことにより、目標を達成し
た。

75 0 0 0 - - - - 0.0%
H23年度における新規就農者向けの研修については、実施時期の遅れにより次年
度の実施になったことから、今後は計画的に実施するよう指導する。

目標年度

第三者機関によって審議した内容及び意見 第三者機関の意見を踏まえて都道府県が事業実施主体に対して指導した内容

経営構造対策

経営構造対策

経営構造対策

担い手への農地の利用集積(ha）

経産牛飼養頭数（頭）

担い手への農地の利用集積(%）

研修終了者に占める新規就農者の
割合(%)

研修終了者で新規就農した者のうち
新規就農者向け研修を受ける者の
割合(%)

産地指定率の向上(%)

認定農業者の数(人）

担い手への農地の利用集積(ha）

担い手への農地の利用集積(%）

種馬鈴薯の生産数量(t)

認定農業者の数(人）

390

164

12,828.9

93.1

9,540

0

0

6,351.6

88.5

72

103

2,076.60

89

3780

整備施設等
第三者機関
の開催年月日

事業実施主体

種馬鈴薯契約取引の割合(%)

新得町
農事組合法
人共働学舎
新得農場

新規就農者の育
成・確保

ピンネ

由仁

稚内市 稚内

18

19

19

新十津川
町・浦臼町

由仁町

19

認定農業者の数(人）

担い手への土地利用集積(ha）

担い手への農地の利用集積(%）

47

65,000 0136,500

0 195,000 217,249

0 71,500

0 169,192 0

37,444 0 14,600 27,068

760,017 347,768

79,112

337,626 168,434


